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3月14日、空き家所有者向けオンラインイベント

「すまいの終活フェスティバル」を開催

明治大学教授 野沢千絵氏、安芸高田市 石丸伸二市長をはじめ

 家じまい・空き家対策のご意見番が勢揃い

　解体工事のDXプラットフォームを手掛ける株式会社クラッソーネ（愛知県名
古屋市, 代表取締役 川口哲平）は、代表理事を務める「全国空き家対策コン
ソーシアム（愛知県名古屋市, 代表理事 株式会社クラッソーネ）」主催のオン
ラインイベント「すまいの終活フェスティバル」を3月14日(木)に開催します。
家じまいや空き家の整理に悩みを持つ方々に向けて、様々なご意見番をお招き
して、空き家問題の解決策について一緒に考えるオンラインイベントです。

本件に関するお問合せ先
株式会社クラッソーネ　コーポレート・コミュニケーション部　近土（こんど）

email pr@crassone.jp TEL 052-589-8085 URL www.crassone.co.jp



■ 開催背景

　近年、空き家の数は増加を続けており、今後、更に増加が見込まれる中、空
き家対策の強化が急務となっています。総務省統計局発表「平成30年住宅・土
地統計調査」によると、全国で空き家は約849万戸、空き家率は13.6％と過去
最高の水準となっており、野村総合研究所の試算では2038年には全国の住宅の
3軒に1軒が空き家になると予測されています（※）。


　相続した空き家や実家の「住まいの終活」の手段は相続、除却、売却、活用
など様々な分野をまたがって検討する必要があり、また検討に当たって「何か
ら始めたらよいか分からない」「誰に相談したらよいか分からない」といった
情報を知りたいというニーズがあります。


　そこで、空き家増加抑制を目指す全国空き家対策コンソーシアムに参画する
専門ノウハウを持った事業会社より、「住まいの終活」に役立つ情報を解説す
るイベントとして「すまいの終活フェスティバル」を開催いたします。コン
ソーシアム参画団体による講演プログラムに加え、国や自治体の都市政策や住
宅政策に関わる明治大学政治経済学部 野澤千絵教授による「住まいの終活」に
関する基調講演や、安芸高田市 石丸伸二市長とコンソーシアム代表理事の当社
CEO川口、株式会社LIFULL 代表取締役社長執行役員 伊東氏、株式会社カチタ
ス 代表取締役 新井氏による、空き家問題の地域による課題について考えるトー
クディスカッションも実施いたします。

（※）『2040年の住宅市場と課題 －迫力を欠くストックシフト、本腰を入れた取組が必要－』野村総合研究所
より：https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2022/cc/mediaforum/forum337

■ 「すまいの終活フェスティバル」概要
開催日時    ：2024年3月14日 10:00〜19:00 

　　　　　　※途中入退室自由

開催方式    ：オンライン（Zoom）

参 加 費    ：無料

Webページ：www.j-akiya.jp/festival-march2024/

申込み方法：イベントページより申し込み

主 催          ：全国空き家対策コンソーシアム

イベント詳細
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▼



■ 基調講演・トークセッション　登壇者紹介

明治大学 政治経済学部 教授　野澤 千絵 氏
明治大学政治経済学部教授。専門は都市政策・都市行政。全国各地の自治体や国の
都市政策や住宅政策にかかわる。著書に、2019年度不動産協会賞を受賞した『老い
た家 衰えぬ街－住まいを終活する』（講談社現代新書）や『老いる家 崩れる街－
住宅過剰社会の末路』がある。

安芸高田市 市長　石丸 伸二 氏
1982年8月12日生まれ。京都大学経済学部卒業後、2006年に三菱東京UFJ銀行（現 
三菱UFJ銀行）に入社し、14年間勤務。2020年8月に広島県安芸高田市長に初当選
し、現在に至る。

全国空き家対策コンソーシアム 代表理事

株式会社クラッソーネ 代表取締役CEO　川口 哲平
愛知県出身。京都大学農学部卒業後、2005年にセキスイハイム中部株式会社に入社
し、住宅営業として6年間勤務。セキスイハイムグループ3,000人の中で最優秀営業
賞を受賞する。2011年3月に退職後、翌4月に株式会社クラッソーネを創業し現在に
至る。

株式会社LIFULL 代表取締役 社長執行役員

LIFULL HOME’S事業本部長　伊東 祐司 氏
大学卒業後2006年株式会社ネクスト（現LIFULL)に新卒で入社。HOME’S（現
LIFULL HOME’S）の営業職として全国を飛び回り、賃貸・流通領域の営業部長を
経て、2015年には最年少の32歳で執行役員に就任。その後LIFULLHOME’Sの新規
事業を創り、Webだけに留まらないオムニチャネル戦略を推進させていく。2019年
にはLIFULL HOME’S事業本部長、2020年には取締役執行役員に就任。そして2023
年12月にLIFULL初の社長交代を迎え、代表取締役に就任した。

株式会社カチタス 代表取締役　新井 健資 氏
1968年、東京都生まれ 東京大学法学部を卒業後、三和銀行に入行し3年間の在籍後
に退職。 28歳で都議会議員選挙に出馬したものの落選。その後、ベイン・アン
ド・カンパニーに入社、約4年間コンサルタントとして従事し、米コロンビア大学ビ
ジネススクールにてMBA取得。 帰国後2004年リクルート入社し住宅関連事業を担
い、新規事業部門ゼネラルマネジャー、営業部長等を歴任後、2012年退職。 同
年、やすらぎ（現 カチタス）に入社し代表取締役社長に就任。



■ タイムスケジュール

10:15〜11:05 明治大学 野澤千絵教授

住まいの終活について

11:10~12:00
トークセッション

石丸市長・クラッソーネ 川口・LIFULL 伊東・カチタス 新井

地方と都市における空き家問題

12:05~12:45 株式会社AGE technologies

2024年4月1日に制度開始、相続登記の義務化

12:50~13:30 株式会社LIXIL

空き家を新築並みの断熱性能に蘇らせるリフォーム

13:35~14:15 株式会社リノバンク

空き家の収益化と賃貸活用について

14:20~15:00 みずほ不動産販売株式会社

「円滑な資産承継」を主眼とする不動産実務と税制のポイント

15:05~15:45 野村不動産ソリューションズ株式会社

使い道のない不動産、どのタイミングで不動産会社へ相談するべき？

15:50~16:30 株式会社カチタス

空き家を売却する際の注意点と、売却先の選び方

16:35~17:15 株式会社クラッソーネ

知ってよかった！空き家の解体工事チェックポイント

17:20~18:00 大和ハウスパーキング株式会社

初期投資なし、駐車場で気軽に収益化

18:05〜18:45 株式会社Rebase

「レンタルスペース」という新たな活用方法について

■ 「全国空き家対策コンソーシアム」について
　全国共通の課題である空き家の増加抑制、また空き家問題に向き合うESG経営の体現、
CSR活動の推進を目指し、2023年9月28日に全国空き家対策コンソーシアムが設立されまし
た。空き家の問題は相続、除却、売却、活用など様々な分野に関連しており、空き家所有者
への支援は幅広い専門分野の情報が必要です。独自に専門ノウハウを持つ事業会社・学術団
体がコンソーシアムを形成し、知見を共有することで、各事業者の空き家所有者に対する啓
発活動を強化し、具体的な課題解決の促進を目指しています。（https://www.j-akiya.jp/）



■ 株式会社クラッソーネについて（会社概要）
本 社

代 表 者

設 立

資 本 金

U R L

事 業 内 容

〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅5丁目7番30号 名駅東ビル4F

代表取締役CEO 川口 哲平

2011年4月1日

1,552,984,770円(資本準備金含む)

https://www.crassone.co.jp

解体工事領域で、全国2,000社以上の解体工事専門会社と施主をつなぐ解体工事DX
プラットフォーム「クラッソーネ」を運営

■ 「クラッソーネ」サービス概要
　2020年4月に全国展開した「クラッソーネ」は、解体工事領域で全国2,000社以上の専門工
事会社と施主をマッチングするサービスです。施主の希望条件に合わせて最適な工事会社を
紹介します。見積もり内容の相談から工事完了まで運営がサポートし、契約の取り交わしは
電子契約を採用しており、全てWeb上で完結できます。


　また、最短1分で解体工事の概算費用を把握できる「解体費用シミュレーター」や、解体工
事費用に加えて解体後の土地売却査定価格も同時に算出する「すまいの終活ナビ」も提供し
ており、これらを利用した公民連携での空き家対策事業が、令和3年度から令和5年度の国土
交通省「住宅市場を活用した空き家対策モデル事業」に3年連続で採択されています。


　空き家の増加がますます問題視される中、より広く空き家所有者への情報提供・支援を行
うため、2023年9月に当社が代表理事となり「全国空き家対策コンソーシアム（https://
www.j-akiya.jp/）」を設立しました。


　当社やコンソーシアムでの取り組みを通じて空き家解体の検討を早期化することにより、
社会課題である「空き家問題」の解決や、昨今注目を集めている「住まいの終活」の推進に
取り組んでいきます。

本件に関するお問合せ先
株式会社クラッソーネ　コーポレート・コミュニケーション部　近土（こんど）

email pr@crassone.jp TEL 052-589-8085 URL www.crassone.co.jp


